
附属明細書
１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細並びに減損損失累計額

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

建 物 16¶523¶353¶188 1¶218¶078¶483 215¶889¶901 17¶525¶541¶770 1¶483¶135¶326 497¶103¶749 71¶888¶185 15¶970¶518¶259

構 築 物 3¶693¶797¶907 226¶672¶748 55¶872¶361 3¶864¶598¶294 902¶706¶003 255¶065¶914 14¶952¶229 2¶946¶940¶062

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 装 置 30¶713¶818¶603 1¶747¶836¶293 6¶616¶841¶751 25¶844¶813¶145 11¶655¶604¶906 5¶330¶957¶157 0 14¶189¶208¶239

車 両 運 搬 具 504¶620¶386 58¶075¶522 0 562¶695¶908 316¶747¶517 80¶448¶282 0 245¶948¶391

工 具 器 具 備 品 1¶233¶921¶981 260¶215¶560 148¶651¶912 1¶345¶485¶629 516¶629¶970 215¶229¶145 0 828¶855¶659

計 52¶669¶512¶065 3¶510¶878¶606 7¶037¶255¶925 49¶143¶134¶746 14¶874¶823¶722 6¶378¶804¶247 86¶840¶414 34¶181¶470¶610

建 物 417¶129¶350¶962 1¶145¶422¶656 19¶090¶573¶199 399¶184¶200¶419 98¶301¶636¶329 15¶867¶097¶682 24¶419¶418¶847 276¶463¶145¶243

構 築 物 35¶529¶099¶931 409¶231¶425 844¶249¶239 35¶094¶082¶117 18¶565¶452¶646 2¶853¶466¶280 1¶339¶950¶738 15¶188¶678¶733

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外）

機 械 装 置 10¶662¶190¶679 0 334¶646¶728 10¶327¶543¶951 7¶060¶640¶582 708¶689¶412 0 3¶266¶903¶369

車 両 運 搬 具 205¶470¶491 0 29¶295¶003 176¶175¶488 162¶391¶876 7¶173¶962 0 13¶783¶612

工 具 器 具 備 品 2¶331¶070¶299 0 42¶572¶456 2¶288¶497¶843 1¶821¶977¶965 100¶764¶680 0 466¶519¶878

計 465¶857¶182¶362 1¶554¶654¶081 20¶341¶336¶625 447¶070¶499¶818 125¶912¶099¶398 19¶537¶192¶016 25¶759¶369¶585 295¶399¶030¶835

土 地 296¶310¶821¶707 0 7¶351¶421¶995 288¶959¶399¶712 0 0 2¶387¶050¶485 286¶572¶349¶227

非 償 却 資 産 建 設 仮 勘 定 867¶324¶265 3¶444¶611¶551 3¶488¶990¶721 822¶945¶095 0 0 0 822¶945¶095

計 297¶178¶145¶972 3¶444¶611¶551 10¶840¶412¶716 289¶782¶344¶807 0 0 2¶387¶050¶485 287¶395¶294¶322

平
成

™
™
年

˜
—
月

™
 
日
金
曜
日

(
号
外
第

™
™
 
号
)

官
報

b 広島センター実習場建替その他電気設備工事
契約金額 61¶845¶000円
当期支払確定額 34¶569¶000円
次期以降支払額 27¶276¶000円

c 広島センター実習場建替その他機械設備工事
契約金額 24¶150¶000円
当期支払確定額 17¶533¶000円
次期以降支払額 6¶617¶000円

d 広島センター実習場建替その他昇降機設備工事
契約金額 11¶235¶000円
当期支払確定額 4¶494¶000円
次期以降支払額 6¶741¶000円

e 広島センター実習場建替その他工事監理業務
契約金額 7¶245¶000円
当期支払確定額 4¶736¶000円
次期以降支払額 2¶509¶000円

上記\～e合計額
契約金額 計 865¶299¶750円
当期支払確定額 計 548¶924¶000円
次期以降支払額 計 316¶375¶750円

〔重要な後発事象〕
該当する事項はありません。
〔区分経理〕
機構法第13条及び附則第４条第10項に基づき、財形業務に係る経理（財形勘定）、宿舎等業務に係

る経理（宿舎等勘定）及びその他の業務に係る経理（一般勘定）とに区分しております。
〔雇用・能力開発機構の廃止について〕
「雇用・能力開発機構の廃止について」（平成20年12月24日閣議決定）の「Ó 法人の廃止」におい
て、「独立行政法人雇用・能力開発機構は廃止する。{職業能力開発業務は、独立行政法人高齢・障害
者雇用支援機構に移管する。|その他の業務は、廃止又は独立行政法人勤労者退職金共済機構等へ移
管する。」、また、「Õ 実施時期」において、「以上の改革に必要となる法制上の措置については、平成
22年度末までを目途に講ずるものとする。なお、法改正を待つまでもなく実施可能な事項については、
速やかに実行に着手することとする。」とされました。
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